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公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

Ⅰ 法人の概要（平成 28 年 4 月 1 日現在）

1 所在地 

北九州市八幡東区平野 1丁目 1番 1 号 

2 設立年月日 

昭和 55 年 7 月 14 日 

3 代表者 

理事長  古野 英樹 

4 基本財産 

513,760 千円 

5 北九州市の出捐金 

210,000 千円（出捐の割合 40.9％） 

6 役職員数 

  人     数 

  合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員 12 人 0 人 0 人 12 人 

 常 勤  5 人 0 人 0 人  5 人 

 非常勤  7 人 0 人 0 人  7 人 

職 員  9 人 1 人 0 人  8 人 

7 市からのミッション 

北九州地域に長年にわたって蓄積された広範な環境技術・産業技術と、環境改善の実績を基に

様々なツールを活用して、開発途上国の持続可能な発展に貢献するとともに、こうした公益事業

（国際貢献）を通じて地域の経済発展及び世界の環境首都の都市ブランドの確立に寄与する。 

Ⅱ 平成 27 年度事業実績 

1 研修部事業報告（ＪＩＣＡ研修事業） 

⑴ 平成 27 年度研修実施状況 

平成 27 年度の実施状況を前年度と比較して表・1に示す。 
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1 コース平均の「開講月数」数の大幅な減少（▲35％）が大きな特徴である。その結果、

コース数は増加した（4コース増）が、合計開講月数は 26.8％減少した。 

【H27 年度：JICA 研修員受け入れ実績／国数及び人数】 

H27 年度は、90 ヶ国から 324 名の 

研修員が JICA 研修に参加した。 

最も多く研修員を派遣した地域は、 

アジア 96 名(29.6％)で次はアフリカ 

84 名(25.9％)となった。 

【研修員受け入れ実績／累計】 

JICA 研修で受け入れた 

研修員の累計は、6,559 名 

諸元 コース数

年度 (総数） （１コース平均） （総数） （１コース平均） （総数） （アフリカ）

H27年度 35 324 9.3 27.8 0.8 90 31

H26年度 31 304 9.9 38.0 1.2 86 26

差異 4 20 ▲ 0.6 ▲ 10.2 ▲ 0.4 4 5

（変化率） 12.9% 6.6% -6.1% -26.8% -35% 4.7% 19.2%

表・１　平成27年度と平成26年度間の研修の諸元の比較　　（実績）

開講月数＊1） 参加国数＊2）研修員合計　(人）

＊1）実質の研修期間（休日および研修前後の準備期間を含まず）

＊2）参加国数は重複を除く総数

平成27年度計
90ヵ国
324名

東アジア（10ヵ国 51名）

アフリカ

（31ヵ国 84名）

中南米

（23ヵ国 66名）

中近東（6ヵ国 53名）

南西アジア（6ヵ国 30名）

ヨーロッパ（5ヵ国 16名）

中央アジア（4ヵ国 15名） オセアニア（5ヵ国 9名）

【研修員受入れ実績／累計】 

ＪＩＣＡ研修で受け入れた

研修員の累計は、6,559 名 
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⑵ 研修運営に関する成果 

1）ＫＩＴＡ研修ブランドの柱である「ソリューションの提供」を確実にするため、ＩＡ

Ｓの運用ルールを決めた。 

★ＩＡＳ (Issue  Analysis Sheet)はＫＩＴＡ実施のコースのみに採用された独自

の調査票。 

研修の開始時点でＫＩＴＡが「ＩＡＳを活用した課題解決」を講義し、その後に続く

「ＩＡＳからのＴａｓｋ抽出」のガイドをすること等を決定した。 

2）ＫＩＴＡと担当コースリーダー間で「研修実施方針検討会」を新設、研修方針・内容

の確認を強化した。 

ＫＩＴＡが公益財団法人になって以降「研修の丸投げ回避」を重要課題として推進し

てきた。 

新たに、この会議を設置することで発注者（ＫＩＴＡ）と受託者（コースリーダー）

間での意思の統一が図られ、この合意を基にコース詳細日程や予算が作成されること

となった。 

3）ＫＩＴＡ（研修部）独自の研修事業（ベトナム中小企業経営者層を対象にした有料研

修）を開設するための具体的準備に着手した。 

①ＫＩＴＡが当事者となり「草の根事業」を実施すべくＪＩＣＡと協議を開始した。 

②この事業には「現地（外国）におけるパートナーの設置」が必須なので、ベトナム

の「計画・投資省」の下部機関「中小企業技術支援センター（略称：ＴＡＣ）」を

訪問、基本的な了解を得た。正式には「計画書」が出来た段階で、ＴＡＣの上位機

関の「投資局」に書類を提出し了解を得ることになる。 

なお、ＪＩＣＡに対する草の根事業としての提案は、Ｈ28 年 11 月募集に応募する。 

2 技術協力部事業報告 

⑴ 中小企業海外展開支援 

今年度は、ベトナム北部に絞って企業調査およびビジネスマッチング支援を行った。 

対象国・地域 関係箇所 実   績 

ベトナム北部 北九州市産業経済

局国際ビジネス政

策課 

●北部地域（ハノイ・ハイフォン等）での生産委託先の開拓

および商品販路拡大の支援。 

・H28.3/1-5：北九州企業 3 社参加、商談件数 10 件 

① 住宅用基礎杭先端鋳造部品（鋳鋼）の生産委託先 

発掘調査 

② 鍛造・機械加工部品（銅系）の生産委託先発掘調査

③ 粉ミルク等ベビー用品の販売先発掘調査 

[調査結果]いずれの会社も有望なパートナー会社が見つか

り、具体的な商談を開始している。 

⑵ ＪＩＣＡ草の根事業 「ハイフォン市製造業の技術力・経営管理能力向上プログラム」

事業最終年度にあたり、計画した内容を次の通り実行し、所期の目標を達成するととも

に、現地にて事業終了報告会を開催した。 
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取り組み項目 実   績 

生産管理力・経営管理

力に関する人材育成 

●キーマン育成を目的とした訪日研修を実施した（H27.7/27-8/7）。

 ・ハイフォン工業職業短期大学教員 3 名、市職員 2 名、企業代表 2

名 

 ・経営管理、生産管理に関する講義と市内企業訪問・見学 

⇒在校生および地域企業の幹部社員を対象に、「生産管理」「経営管

理」の講義を行なっている。 

個別企業診断・指導 

（生産技術力・管理力

向上） 

●現地訪問 5回 ⇒ 11 社（17 回）を診断・指導した。 

⇒指導により 5S に精力的に取り組んだ企業は、生産性・品質が向上

し、日本企業との取引が始まっている。 

●昨年度の鋳物製造企業への集中指導に続き、今年度は北九州市マイ

スターの協力を得て、ハイフォン工業職業短期大学の機械科教員に

対して、機械加工実技能力向上指導を実施した。 

（ベトナム国への日本式技能検定制度導入決定を受けて） 

⇒指導した教員 6名全員が 3 級以上のレベルに上達した。 

北九州企業との技術 

交流・商談会 

●北九州企業（13 社）の技術プレゼンテーションと商談実施。 

  今年度はハイフォン市企業も 3 社参加した。 

 ・来訪者：約 700 名、商談件数：延べ 174 件（来場企業：68 社） 

⇒現在、取引開始が 2 件、商談継続中が 3 件である。 

事業終了報告会 ●H28.3/11 ハイフォン工業職業短期大学にて開催。 

日本側：ＪＩＣＡベトナム、ＪＩＣＡ九州からの出席を含め 9 名 

ハイフォン市側：人民委員会、外務局、商工局、ハイフォン工業職

業短期大学、企業代表など、約 30 名 

⑶ 技術指導・技術支援 

対象国・内容 実   績 

ケニア 

廃棄物管理 

●「ケニア国ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジェクト（ＪＩＣ

Ａ）」の共同企業体の一員として、技術専門家のケニア派遣（現地

指導）および訪日研修の一部分担を実施した。 

中国昆明市 

 水環境改善 

●2007 年-2014 年に亘る 10 回の訪日研修が終了したことに伴い、北

九州市上下水道局と共に昆明市填池北岸水環境総合改善工程建設

管理局を訪問し「フォローアップ調査」を実施した。 

 ・排水処理場の適切な運営・管理状況視察 

 ・填池の湖水水質改善への取り組み状況ヒアリング 

⇒研修の成果が発揮されていることを確認した。 
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⑷ 委託研修 

研修名 関係箇所 実  績 

日中大気環境改善研修 北九州市環境局 

環境国際戦略部 

●前年に引き続き北九州市が実行する下記訪日研

修を実行した（コースリーダー：ＫＩＴＡ）。

・上海市訪日研修 H27.10/28-11/6：6 名（行政）

H27.11/22-12/1：6 名（技術）

・武漢市訪日研修 H27.12/8-16：6 名 

・天津市訪日研修 H28.2/14-27：15 名 

（監測技術含む）

自治体職員受入れ研修 北九州市環境局 

上下水道局 

●左記各局の受入れ研修員に関する事務処理を実

施 （各 1名、計 2名） 

⑸ コンサルティング事業 

案件名 支援企業 実  績 

ハイフォン市における

高濃度有機排水を対象

とした新開発排水処理

システムの案件化調査

（ベトナム） 

㈱ジェー・フィ

ルズ 

●左記テーマでＪＩＣＡの2015年度第 2回中小企

業海外展開支援事業/案件化調査に企画書を提

出し、採択された。（契約時期：2016 年5月予定）

（コンサルタント：ＫＩＴＡ） 

 調査期間：10 ヶ月 

 受託予算：3,000 万円の見込み 

発電所・ダム等産業イ

ンフラ設備に関する非

破壊検査技術の高度化

と人材育成に向けた案

件化調査 

（インドネシア） 

計測検査㈱ ●左記テーマでＪＩＣＡの2015年度第 1回中小企

業海外展開支援事業/案件化調査に企画書を提

出したが、不採択となった。 

（コンサルタント：デロイトトーマツ、ＫＩＴＡ） 

バイオトイレ普及シス

テムの案件化調査 

（スーダン） 

㈱アイテックシ

ステム 

㈱アタカ 

●左記テーマでＪＩＣＡの2016年度第 1回中小企

業海外展開支援事業/案件化調査への応募に向

けて検討してきたが、検討商品がスーダン国の

低湿度には不適と判明し、適用対象国を見直す

ことになった。 

（コンサルタント：ＫＩＴＡ、ＮＰＯロシナンテス）

乾式選炭技術システム

普及促進 

（モンゴル） 

永田エンジニア

リング㈱ 

●左記テーマでＪＩＣＡの2015年度第2回民間技術

普及促進事業への応募に向けて検討してきた。 

事前相談でのＪＩＣＡの評価は高かったが、本

技術の国内実績がないため、ＮＥＤＯの普及実

証事業の結果を待つこととした。 

（コンサルタント：ＫＩＴＡ） 
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⑹ 技術支援・調査 

案件名 関係箇所 実  績 

アジアものづくりサポ

ート推進事業 

北九州市産業経

済局新成長戦略

推進室 

●前記、計測検査㈱殿の案件化調査応募に関して

技術支援を行なったが、残念ながら案件は不採

択となった。 

●新成長戦略推進室よりの委託により、「Ｏ＆Ｍ

事業の海外展開可能性調査および市内企業の設

備診断技術保有状況調査」を実施した。 

3 国際親善交流事業報告 

⑴ 親善交流プログラム 

1) ホームビジット 

2) バスハイク 

3) 研修員歓迎パーティ“西日本工業倶楽部の夕べ” 

4) “ギラヴァンツ北九州”サッカー観戦 

5) 北九州町歩き 

6) ボーリング大会 

7) 地元企業交流会 

⑵ 英文生活情報誌「Let's Enjoy Kitakyushu!」の改訂・配付 

⑶ 記念写真ＣＤ・メッセージフォト作成・贈呈 

⑷ グリーティング電子メール送付 

4 広報活動 

⑴ ＫＩＴＡニュース 

平成 27 年度は、年 4回（日本語版：7月と 1 月、英語版：4月と 10 月）発行した。 

⑵ ホームページ（ＨＰ） 

最新記事の掲載・更新などを適宜行い、市民、ＫＩＴＡ関係者へＫＩＴＡの紹介、活動

内容などを紹介した。平成 27 年度は、帰国した研修員からの活動報告及び研修の事例報

告に加え、技術協力部の活動トピックスを拡充した。 
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Ⅲ 平成 27 年度決算

1 貸 借 対 照 表（総括表） 

 平成 28 年 3 月 31 日現在（単位：円） 

資 産 の 部 負債及び正味財産の部 

勘 定 科 目 金  額 勘 定 科 目 金  額 

Ⅰ 流動資産 88,837,713 Ⅰ 流動負債 17,460,207

 1 現  金 130,331  1 未 払 金 12,489,566

 2 普通預金 36,492,126  2 前 受 金 0

 3 未収入金 52,020,456  3 預 り 金 1,104,441

 4 前 払 金 155,975  4 賞与引当金 1,834,000

 5 立替払金 38,825  5 未払消費税等 2,032,200

Ⅱ 固定資産 538,392,334 Ⅱ 固定負債 4,196,519

 1 基本金積立預金 25,242,919  1 退職給付引当金 4,196,519

 2 公 社 債 488,517,081

 3 退職給付引当資産 4,196,519

 4 システムインフラ整備資産 0

 5 35 周年記念事業準備資産 0

 6 建物付属設備 551,588

 7 什器備品 1,883,273

 8 ソフトウェア  17,395,650 Ⅲ 正味財産 605,573,321

 9 電話加入権 

10 長期前払費用 

371,808

233,496

 1 指定正味財産 

 2 一般正味財産 

144,000,000

461,573,321

合  計 627,230,047 合  計 627,230,047

–  116  –



2 正味財産増減計算書（総括表） 

 自 平成 27 年 4 月 1 日 

 至 平成 28 年 3 月 31 日（単位：円） 

科       目 金   額 

Ⅰ 一般正味財産増減の部 

 1 経常増減の部   

  ⑴ 経 常 収 益   

    基本財産運用益  

     基本財産受取利息 4,964,142

    事業収益  

     研修事業収益 149,524,526

     技術協力事業収益 37,461,311

事業収益 計 186,985,837

    受取補助金等  

     北九州市補助金 32,600,000

     その他助成金 150,000

受取補助金等 計 32,750,000

    雑収益  

     受取利息 511

     雑収益 130,870

      雑収益 計 131,381

経常収益計 224,831,360

  ⑵ 経 常 費 用     

    事業費  

     役員報酬 12,144,000

     職員人件費 10,447,154

     賞与引当金繰入 1,226,800

     退職給付引当金繰入 101,535

     嘱託等人件費 40,672,136

     諸謝金 58,856,756

     広報費 1,328,975

     材料費 7,163,807

     旅費交通費 27,289,203

     通信費 1,053,565

     賃借料 6,895,318

     翻訳通訳料 13,680,268

     印刷製本費 2,749,821

     光熱費 972,453

     修繕料 1,300,320

     減価償却費 7,683,053

     租税公課 3,371,700

     研修費会費 4,215,421

     事務用品費 1,328,843
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     システムインフラ整備費 3,154,113

     35 周年記念事業費 2,871,820

     雑費 689,568

      事業費計 209,196,629

    管理費  

     役員報酬 1,296,000

     職員人件費 6,524,586

     賞与引当金繰入 607,200

     退職給付引当金繰入 322,417

     嘱託等人件費 3,057,334

     諸謝金 2,181,955

     広報費 715,603

     旅費交通費 822,408

     通信費 226,129

     賃借料 1,162,976

     翻訳通訳料 71,207

     印刷製本費 52,790

     光熱費 240,485

     修繕料 1,058,400

     減価償却費 230,827

     租税公課 41,260

     研修費会費 607,910

     事務用品費 7,633

     システムインフラ整備費 176,218

    雑費 2,924,276

管理費計 22,327,614

経常費用計 231,524,243

 当期経常増減額 ▲ 6,692,883

 2 経常外増減の部  

  ⑴ 経 常外収益   

      経常外収益計 0

  ⑵ 経 常外費用   

     指定正味財産への振替額 144,000,000

経常外費用計 144,000,000

    当期経常外増減額 ▲ 144,000,000

    当期一般正味財産増減額 ▲ 150,692,883

    一般正味財産期首残高 612,266,204

    一般正味財産期末残高 461,573,321

Ⅱ 指定正味財産増減の部 

    一般正味財産からの振替額 144,000,000

    当期指定正味財産増減額 144,000,000

    指定正味財産期首残高 0

    指定正味財産期末残高 144,000,000

Ⅲ 正味財産期末残高 605,573,321
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⑵ 「ＫＩＴＡ研修のブランド化」の更なる推進 

ＫＩＴＡ研修の知名度向上のため、H24 年度（公益財団法人化年度）から研修の「ブラ

ンド化」を推進している。H28 年度はブランドの「核」となる「ソリューションの提供」

と「新規ニーズの把握・案件化」を一層推進するため、下記の事項を実行する。 

1）ＩＡＳ（課題解析表）の活用を徹底し、各国が抱える課題を総合的にまとめ、ＫＩＴ

Ａの財産化を図る。 

2）この財産を活用し、ＪＩＣＡに対し新規研修コースの積極的提案を行う（マスタープ

ランとの連動） 

3）東南アジアおよび中南米地区の現地調査。 

⑶ ＪＩＣＡが実施する「中小企業の海外進出支援」と連携した研修の実施 

ＪＩＣＡは、「ＯＤＡの成果を国内に還元」すべく、「中小企業の海外進出を支援する」

プログラムを実施している。海外進出を希望する企業の活動状況を研修コースの中で紹介

することで、研修員に問題解決策を提供できると同時に中小企業の海外展開の一助となり

うる。まさに Win-Win の関係で研修が実施できるので、これらの会社との連携をとって研

修を実施する。 

【一例】 

「鉛バッテリーの長寿命化技術」を有する中小企業の海外進出支援。 

「再生可能エネルギーコース」や「中小企業の活性化」コースでこの会社の技術を紹介

し、一方ではＪＩＣＡの支援策の適用を検討する。 

2 技術協力部事業計画 

⑴ 事業推進の考え方 

1）公益目的事業への継続的取り組み 

・北九州市産業経済局、JETRO 北九州等と連携した市内中小企業等の海外展開支援 

・北九州市環境局、上下水道局、アジア低炭素化センターとの連携 

・北九州市関連の各種情報収集・調査、講演活動 

2）マスタープランへの取り組み着手 

・北九州市内企業を支援するコンサルティング事業への取り組み 

・海外各国からの研修受託開拓（ＪＩＣＡ研修以外） 

・北九州メンテナンス技術研究会（ＫＭＥ）の再編入 

⑵ 事業計画の内訳   [事業予算：48,600 千円] 

1）中小企業海外支援事業 

対象国・地域 関係箇所 事業内容 

アジア諸国 北九州市産業経済

局国際ビジネス 

政策課 

JETRO 北九州 

主としてアジア諸国での企業調査・ビジネスマッ

チング支援（金属・機械加工、電機、プラスチッ

ク・ゴム、自動車部品、ロボット、環境分野など）

[1,000]
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2）委託研修 

対象国・地域 関係箇所 事業内容 

中国 北九州市環境局 

環境国際戦略部 

ＩＧＥＳ 

環境省 

日中都市間連携による大気環境改善研修 

・上海市、天津市、唐山市、武漢市、邯鄲市から

の研修員の受け入れ研修 

[15,000]

インドネシア 

タイ 

ベトナム 

アジア低炭素化 

センター 

北九州市産業経済

局国際ビジネス政

策課 

自治体職員受け入れ研修（ＣＬＡＩＲ研修） 

・スラバヤ市＝アジア低炭素化センター 

・アユタヤ市＝アジア低炭素化センター 

・ハイフォン市＝北九州市産業経済局国際ビジ 

 ネス政策課             [6,600]

ベトナム 北九州市環境局 

環境国際戦略部 

国際ＮＧＯ組織クリーン・エア・アジア(ＣＡＡ)

からの依頼によるハイフォン市環境分野担当者

大気環境改善研修         [詳細未定]

インドネシア アジア低炭素化 

センター 

ＪＩＣＥ北九州 

スラバヤ市からの固形廃棄物・廃水管理に関する

自治体職員受入れ研修 

[詳細未定]

ベトナム 北九州市産業経済

局国際ビジネス政

策課 

ハイフォン市地場企業経営者の訪日研修（生産管

理、品質管理など）と北九州市内企業との交流・

商談                 [500]

3）技術指導・協力 

対象国・地域 関係箇所 事業内容 

スラバヤ市マスタープラン策定支援 

「ゴミ・廃棄物関連」、「エネルギー・水・環境・

インドネシア アジア低炭素化 

センター 

都市開発関連」 [2,000]

マレーシア ＪＩＣＡ 

アジア低炭素化 

センター 

マレーシア・フレーザーヒルにおける廃棄物管理

能力向上のためのＪＩＣＡ草の根プロジェクト

に専門家派遣で協力         [2,000]

ミャンマー ＪＣＯＡＬ クリーンコールテクノロジーセミナー（経済産業

省補助金事業）での技術講演 

「公害克服の歴史＿北九州市における自治体と

企業の連携」            [1,000]

4）コンサルティング事業 

対象国・地域 関係箇所 事業内容 

ベトナム ㈱ジェー・フィルズ

ＪＩＣＡ 

北九州市産業経済

局国際ビジネス政

策課 

ハイフォン市における高濃度有機排水を対象と 

した高性能排水処理システム案件化調査（2015 

年度第 2 回募集で採択） 

【ＪＩＣＡ中小企業海外展開支援事業】 

[15,000]
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モンゴル 永田エンジニアリ

ング㈱ 

ＪＩＣＡ 

北九州市環境局 

モンゴル国における乾式選炭技術システム普及 

促進（2015 年度第 2回募集に申請予定） 

【ＪＩＣＡ民間技術普及促進事業】 

[3,000]

検討中 アイテックシステム㈱

アタカ㈱ 

ＪＩＣＡ 

北九州市産業経済局

新成長戦略推進室 

高性能バイオトイレの案件化調査 

【ＪＩＣＡ中小企業海外展開支援事業】 

[未定]

5）ＫＭＥ事業 

対象国・地域 関係箇所 事業内容 

国内  北九州メンテナンス技術研究会（ＫＭＥ）の編入

（10月からの編入の予定）      [2,500]

3 国際親善事業計画 

⑴ 親善交流プログラム 

1) ホームビジット 

2) バスハイク 

3) 西日本工業倶楽部の夕べ 

4) 地元企業交流会 

5) 北九州町歩き 

6) サッカー観戦 

7) ボーリング大会 

8) その他 

⑵ 英文生活情報誌「Let's Enjoy Kitakyushu!」の改訂・配付 

⑶ 記念写真 CD・メッセージフォトの作成・贈呈（閉講式） 

⑷ グリーティングメール（電子メール）の送信 

4 広報活動 

ＫＩＴＡニュース発行とホームページの更新・充実 

⑴ ＫＩＴＡニュース 

発行頻度 4回／年（日本語版：1 月・7 月、英語版：4月・10月）とする。 

⑵ ホームページ(HP) 

ホームページをリニューアルし、アクセスしやすい形式にすることで、記事更新の回数

を増やし、ＫＩＴＡ関係者や市民にタイムリーにＫＩＴＡの紹介や活動報告を行う。
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Ⅴ 平成 28 年度予算 

1 正味財産増減予算書 

 自 平成 28 年 4 月 1 日 

 至 平成 29 年 3 月 31 日（単位：千円） 

科       目 金   額 

Ⅰ 一般正味財産増減の部 

 1 経常増減の部  

  ⑴ 経常収益  

   ① 基本財産運用益 

     基本財産受取利息 5,258

      基本財産運用益 計 5,258

   ② 特定資産運用益 

     特定資産受取利息 0

      特定資産運用益 計 0

   ③ 事業収益 

     委託研修事業収益<公益目的事業Ⅰ> 

      研修事業収益 154,477

      技術協力事業収益 48,600

      事業収益 計 203,077

   ④ 受取補助金等 

     北九州市補助金 32,600

     その他助成金 150

      受取補助金等 計 32,750

   ⑤ 雑収益 

     受取利息 1

     雑収益 35

      雑収益 計 36

   ⑥ 特定資産取崩収入益 

     マスタープラン対策資産取崩収入 4,500

       特定資産取崩収入益 計 4,500

     経常収益計 245,621

  ⑵ 経常費用  

   ① 事業費 

     役員報酬 11,962

     職員人件費 18,583

     賞与引当金繰入 1,995

     退職給付引当金繰入 441

     嘱託等人件費 40,721

     諸謝金 65,168

     広報費 1,420

     材料費 8,636

     旅費交通費 29,494

     通信費 1,130

     賃借料 7,879

     翻訳通訳料 13,569

     印刷製本費 2,751

     光熱費 1,025

     修繕料 861

     減価償却費 8,213

     租税公課 3,950
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研修費会費 

事務用品費 

3,425

1,486

     システムインフラ整備費 3,136

     雑費 2,614

      事業費計 228,459

   ② 管理費 

     役員報酬 1,478

     職員人件費 5,240

     賞与引当金繰入 496

     退職給付引当金繰入 76

     嘱託等人件費 2,116

     諸謝金 1,797

     広報費 700

     旅費交通費 1,030

     通信費 77

     賃借料 1,129

     翻訳通訳料 91

     印刷製本費 40

     光熱費 243

     修繕料 26

     減価償却費 467

租税公課 

研修費会費 

54

760

     事務用品費 4

     システムインフラ整備費 175

     雑費 1,124

      管理費計 17,123

     経常費用計 245,582

    当期経常増減額 39

 2 経常外増減の部  

  ⑴ 経常外収益  0

      経常外収益計 0

  ⑵ 経常外費用  0

      経常外費用計 0

    当期経常外増減額 0

    当期一般正味財産増減額 39

    一般正味財産期首残高 464,437

    一般正味財産期末残高 464,476

Ⅱ 指定正味財産増減の部 

ＫＭＥからの資産継承 

         一般正味財産からの振替額 

         一般正味財産への振替額

4,500

0

▲4,500

    当期指定正味財産増減額 0

    指定正味財産期首残高 144,000

    指定正味財産期末残高 144,000

Ⅲ 正味財産期末残高 608,476
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Ⅵ 役 員 名 簿 等

1 役 員 名 簿 

平成 28 年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏    名 備    考 

理 事 長 古 野 英 樹 (公財)北九州国際技術協力協会 

副 理 事 長 上 野 正 勝 (公財)北九州国際技術協力協会 

専 務 理 事 藤 原 直 捷 (公財)北九州国際技術協力協会 事務局長 

常 務 理 事 麻 原 伴 治 (公財)北九州国際技術協力協会 技術協力部長 

常 務 理 事 寺 田 雄 一 (公財)北九州国際技術協力協会 研修部長

理 事 岩 井 尚 彦 新日鐵住金(株) 八幡製鐵所  総務部長 

理 事 小 田 孝 幸 (株)スピナ 代表取締役社長 

理 事 小 嶋 一 碩 （公財）北九州活性化協議会 理事長 

理 事 羽 田 野  隆  士 北九州商工会議所 専務理事 

監 事 有 田 徹 也 (株)福岡銀行 常務執行役員／北九州本部長 

監 事 長 野 保 雄 長野保雄税理士事務所 所長／税理士 

監 事 松 原 英 治 北九州市 会計室長 

2 市との特命随意契約の状況（平成 27 年度実績） 

市からの特命随意契約による委託の状況 左のうち外郭団体からの再委託の状況 

委託業務名 

委託

金額

(千円)

特命理由 
再委託の 

業務内容 

委託

金額

(千円)

契約相手 契約方法
特命随意契約の

場合その理由 

自治体職員協力

交流事業実施業

務委託 

3,755

公募をしたが、当該業務を履

行可能なものが 1者しかい

ないことが確認されたため。

再委託なし     

平成 27 年度日

中都市間連携協

力推進に係る業

務における訪日

研修委託業務 

12,540

公募をしたが、当該業務を履

行可能なものが 1者しかい

ないことが確認されたため。

再委託なし     

合 計 16,295  合 計 0
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